
 
 

 

１．２０２２年度決算の概要  

当期におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症による行動制限や入国制限が

緩和されるなど経済活動の正常化に向けた動きが進められたことで、持ち直しの動きが

顕著となりました。一方で、ロシアによるウクライナ侵攻などの影響による資源価格や原油

価格の高騰、それに伴うエネルギー価格の上昇などにより、先行きについて注視が必要な

状況にあります。 

 

こうした状況の中、当社は２０２２年１０月に、長年の懸案であった運賃問題に対応する

とともに、将来にわたる経営戦略として、通学定期の大幅値下げや普通運賃で最大１００円

の値下げを柱とする全体で１５.４％の運賃値下げを実施しました。 

 

また、鉄道事業者にとって最大の使命である「安全」「安心」「安定」輸送を継続的に提供

する取り組みについては、列車無線のデジタル化や自動列車停止装置の改良（Ｃ－ＡＴＳ化）

工事を引き続き推進したほか、各種設備の更新工事などを実施しました。 

 

さらに、増収に向けた取り組みについては、会社創立５０周年を記念した「北総鉄道５０

周年プロジェクト」として多数の営業施策を実施したほか、保有資産の有効活用を推進しま

した。また、沿線自治体などと連携した様々な沿線活性化施策を実施するなど、北総エリア

の魅力発信と運賃値下げによる効果の発現を目指した取り組みを精力的に推進しました。 

 

以上により、当期の輸送人員は新型コロナウイルス感染症の影響からの回復基調に加え、

年度後半からは運賃値下げも奏功し、前期に比べ３，９３７千人、１２．５％増の３５，３１４千

人となりました。 
 
表① 輸送人員と旅客運輸収入 

 ２０２２年度 前 年 比 

輸 

送 

人 

員 

定 期 外 
千人 

１２，１４９ 

％ 

１７．４ 

定   期 ２３，１６４ １０．２ 

合   計 ３５，３１４ １２．５ 

旅客運輸収入計 
百万円 

１０，４４６ 

％ 

３．４ 
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・２０２２年１０月に全体で△１５．４％の運賃値下げを実施 

・輸送人員は前年度比１２．５％増の３５，３１４千人（２０１９年度比９．８％減） 

・営業収益は前年度比１．３％減の１３９億３千５百万円（２０１９年度比２１．５％減） 

・営業利益は前年度比３．３％減の２８億３千９百万円（２０１９年度比３１．７％減） 

・当期純利益は１７億５千８百万円を計上し、繰越損失を解消、利益剰余金が２億８千８百万円 



当期の営業収益は、輸送人員は増加したものの、１０月に実施した運賃値下げ等により、

前期に比べ１億８千８百万円、１．３％の減となる１３９億３千５百万円となりました。 

 

営業費については、動力費の大幅な増加があったものの、安全の確保を前提に最大限

のコスト削減に努めた結果、前期に比べて９千２百万円、０．８％の減となる１１０億９千５百

万円となりました。 

 

以上により、営業利益は２８億３千９百万円と前期に比べて９千５百万円、３．３％の減益、

経常利益は２５億２千８百万円と前期に比べて５千５百万円、２．２％の減益となりました。 

 

これから法人税等を差し引いた当期純利益は、１７億５千８百万円と前期に比べ１千２百

万円、０．７％の減益となりました。 

 

以上の結果、前期末時点でなお残存していた１４億６千９百万円の繰越損失は解消し、利

益剰余金が２億８千８百万円となりました。 
 
表② 比較損益表                              （単位：百万円） 

 

 ２０２２年度 ２０２１年度 差 増減率 (％) 

営 業 収 益 １３，９３５ １４，１２３ △１８８ △１．３ 

営 業 費 用 １１，０９５ １１，１８７ △９２ △０．８ 

営 業 利 益 ２，８３９ ２，９３５ △９５ △３．３ 

営業外損益 △３１１ △３５１ ４０ － 

経 常 利 益 ２，５２８ ２，５８３ △５５ △２．２ 

当期純利益 １，７５８ １，７７０ △１２ △０．７ 

翌期繰越損益 ２８８ △１，４６９ １，７５８ － 

 

２．今後の課題への取り組み  

当社は、関係者の長年にわたるご支援により、会社創立５０周年にあたる当期において

繰越損失の解消を図ることができ、また、懸案であった運賃値下げを実施することができ

ました。一方で、未だ５７８億円を超える巨額の有利子負債を抱えているほか、エネルギー

価格の上昇による電力料金の高騰など、今後も厳しい経営状況が続くものと見込まれます。

また、沿線人口の高齢化の進展に加え、新型コロナウイルス感染症による勤務形態や生活

様式の変化に伴う輸送需要の先行きも懸念されるところです。 

こうした状況を踏まえ、当社は今後の課題について以下の通り取り組んでまいります。 

（１）安全に対する取り組みの強化とサービスの向上 

安全の確保は鉄道会社にとって最大の使命であり、事業存立の基盤でもある

ことから、安全管理体制の更なる強化を図ってまいります。 

また、お客様へのサービス向上策については、京成グループが総力をあげて

取り組んでいるＢＭＫ（ベストマナー向上）推進運動に積極的に参加していくこと

などにより、お客様から信頼され、選んでいただける鉄道を目指してまいります。 

 



（２）財務体質の健全化 

当社の使命である「安全」「安心」な輸送サービスを将来にわたって「安定」的に

提供していくためには、今後とも相当規模の安全投資、サービス改善投資を行っ

ていく必要があり、そのための資金需要の増大は避けられない状況にあります。 

こうした状況を見据え、今後とも一層の経費の節減・業務の効率化を進めると

ともに、巨額の有利子負債に鑑み、金利動向に留意しつつ円滑な資金繰り確保の

ため、財務体質の一層の健全化に向けた取り組みに引き続き取り組んでまいりま

す。 

（３）次の時代に向けた新たな経営の推進 

新たな局面を迎える中、当社では、次の５０年を見据え、今般の運賃値下げを

最大限活かすとともに、人口減少や輸送構造の変化に的確に対応すべく、「自律」

「戦略」「連携」を基本方針とする成長戦略ビジョン『Ｎｅｘｔ Ｈｏｋｕｓｏ』を策定しま

した。この中で、個別の戦略として「輸送サービスの向上」「トップラインを上げる」

「沿線事業基盤の拡充」「効率的な事業推進」「人材戦略・企業ＰＲ戦略」の５つの柱

を設定し、今後これらの戦略に基づき具体的な施策を積極的に展開していくこと

で、沿線関係者の皆様と連携しながら「鉄道事業＋α」の会社を目指してまいりま

す。 

 

以上の通り、当社が果たすべき使命・課題について、全社一丸となって取り組んでまい

ります。  
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貸借対照表 

（２０２３年３月３１日現在） 

資 産 の 部 負債及び純資産の部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

資 産 の 部 

 流 動 資 産 

現金及び預金 

未 収 運 賃 

未 収 金 

貯 蔵 品 

その他の流動資産 

 

 

 

 

 

 

 

 

固定資産 

鉄道事業固定資産 

各事業関連固定資産 

建 設 仮 勘 定 

投資その他の資産 

繰延税金資産 

百万円 

１１，６６９ 

６３１ 

７９１ 

１，７３７ 

２６９ 

８，２３９ 

 

 

 

 

 

 

 

 

８１，２０６ 

７９，７５４ 

６１０ 

６２８ 

２１２ 

２１２ 

負債の部 

 流 動 負 債 

 短 期 借 入 金 

 一年内リース債務 

 未 払 金 

 未払消費税等 

 未払法人税等 

 未 払 費 用 

 預 り連 絡 運 賃 

 預     り     金 

 前 受 運 賃 

 前 受 収 益 

 賞 与 引 当 金 

 その他の流動負債 

 

固定負債 

 長 期 借 入 金 

 リ ー ス 債 務 

 長 期 未 払 金 

 退職給付引当金 

 役員退職慰労引当金 

 その他の固定負債 

 負債の部合計 

 

純資産の部 

 株主資本 

  資本金 

  利 益 剰 余 金 

  その他利益剰余金 

繰延利益剰余金 

  純資産の部合計 

百万円 

１０，９６１ 

１，３６２ 

１３ 

７，２３２ 

１１１ 

４４７ 

１３７ 

５３９ 

１１ 

８９６ 

３１ 

１５９ 

１８ 

 

５６，７２６ 

１６，７７０ 

３９ 

３６，７１０ 

２，８２４ 

１６ 

３６５ 

６７，６８７ 

 

 

２５，１８８ 

２４，９００ 

２８８ 

２８８ 

２８８ 

２５，１８８ 

資産の部合計 ９２，８７６ 負債及び純資産の部合計 ９２，８７６ 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

  



損益計算書 

（２０２２年４月１日から２０２３年３月３１日まで） 

科 目 金 額 

 

鉄道事業営業利益 

  営 業 収 益 

うち旅客運輸収入 

  営 業 費 

  鉄道事業営業利益 

   

営 業 外 収 益 

受取利息及び配当金 

その他 の収 益 

 

 営 業 外 費 用 

  支 払 利 息 

  その他 の費 用 

 

 経 常 利 益 

 

 特 別 利 益 

  工事負担金受入額 

 

 特 別 損 失 

  固定資産圧縮損 

 

税引前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法人税等調整額 

法 人 税 等 計 

当 期 純 利 益 

百万円 

 

１３，９３５ 

１０，４４６ 

１１，０９５ 

 

 

 

２４ 

７６ 

 

 

３８６ 

２５ 

 

 

 

 

１８ 

 

 

１７ 

 

 

７５１ 

１９ 

 

 

百万円 

 

 

 

 

２，８３９ 

 

 

 

１００ 

 

 

 

４１２ 

 

２，５２８ 

 

 

１８ 

 

 

１７ 

 

２，５２８ 

 

 

７７０ 

１，７５８ 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 


